
 
＜参照条文＞ 

〇高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13年法律第 26号）（抄） 

（登録の基準等） 

第七条 都道府県知事は、第五条第一項の登録の申請が次に掲げる基準に適合していると認めるときは、次条第

一項の規定により登録を拒否する場合を除き、その登録をしなければならない。 

一～三 （略） 

四 入居者の資格を、自ら居住するため賃貸住宅又は有料老人ホームを必要とする高齢者又は当該高齢者と同

居するその配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上夫婦と同様の関係にあるものを含む。以下同じ。）とす

るものであること。 

五～九 （略） 

２～５ （略） 

 

（要請に基づき供給する機構に対する費用の負担及び補助） 

第四十七条 （略） 

２・３ （略） 

４ 国は、機構が前条の規定による要請に基づいて第四十五条第一項各号に掲げる基準に適合する賃貸住宅の整

備及び管理を行う場合においては、予算の範囲内において、政令で定めるところにより、当該賃貸住宅の整備

に要する費用の一部又は入居者の居住の安定を図るため当該賃貸住宅の家賃を減額する場合における当該減額

に要する費用の一部を補助することができる。 

 

（機構に対する費用の補助） 

第四十九条 国は、第四十七条第四項の規定による場合のほか、機構が次に掲げる基準に適合する賃貸住宅の整

備及び管理を行う場合においては、予算の範囲内において、政令で定めるところにより、当該賃貸住宅の整備

に要する費用の一部を補助することができる。 

一～三 （略） 

四 賃貸住宅の入居者の資格を、自ら居住するため住宅を必要とする高齢者（国土交通省令で定める年齢その

他の要件に該当する者に限る。以下この号において同じ。）又は当該高齢者と同居するその配偶者とするもの

であること。 

五・六 （略） 

２ （略） 

 

 

○高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平成 13年国土交通省令第 115号）（抄） 

（法第四十五条第一項第三号の国土交通省令で定める年齢その他の要件） 

第五条 法第四十五条第一項第三号の国土交通省令で定める年齢その他の要件は、次の各号のすべてに該当する

こととする。 

一 （略） 

二 次に掲げる要件のいずれかに該当する者であること。 

イ （略） 

ロ 同居する者が配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上夫婦と同様の関係にあるものを含む。以下同

じ。）、六十歳以上の親族（配偶者を除く。以下同じ。）又は地方公共団体が整備及び管理を行う高齢者向け

の優良な賃貸住宅にあっては当該地方公共団体の長、法第四十六条の規定による地方公共団体の要請に基

づいて機構又は地方住宅供給公社（以下「公社」という。）が整備及び管理を行う高齢者向けの優良な賃貸

住宅にあっては当該要請をした地方公共団体の長が入居者が病気にかかっていることその他特別の事情

により当該入居者と同居させることが必要であると認める者であること。 

 

（法第四十九条第一項第四号の国土交通省令で定める年齢その他の要件） 

第十九条 法第四十九条第一項第四号の国土交通省令で定める年齢その他の要件は、次の各号のすべてに該当す

ることとする。 

一 （略） 

二 次に掲げる要件のいずれかに該当する者であること。 

イ （略） 

ロ 同居する者が配偶者、六十歳以上の親族又は入居者が病気にかかっていることその他特別の事情により

当該入居者と同居させることが必要であると機構が認める者であること。 

 


